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　　　請求人 ほか４名から、平成26年10月28日
に地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」と
いう。）第242条第１項の規定により、監査請求書の
提出があった。

　２　請求人
　　　住所　

　　　氏名　
　　　住所　

　　　氏名　
　　　住所　
　　　氏名　
　　　住所　
　　　氏名　
　　　住所　
　　　氏名　
　３　請求の要旨
　　　請求の要旨は、監査請求書によれば次のとおりで
ある。

　　⑴　請求人の主張
　　　ア　国土交通省（以下「国交省」という。）は、

平成25年７月、天ヶ瀬ダム再開発事業（以下
「本件事業」という。）に着手した。総事業費
430億円。宇治川左岸、天ヶ瀬ダム横の山に、
「長さが約600ｍ、入口の直径が12ｍ、出口の
直径が約26ｍあり、水路トンネルとしては日本
一の大きさ」（国交省パンフより）のトンネル
をくりぬいて排水バイパスをつくり、同ダムか
ら900㎥/ｓ、同バイパスから600㎥/ｓ、合わせ
て1,500㎥/ｓを宇治川下流に流下させる計画で
ある。

　　　イ　本件事業の必要性は皆無である。血税430億
円の無駄遣いであり、京都府（以下「府」とい
う。）は府負担分を支払うべきではない。とり
わけ、本件事業の目的は、同上パンフにおいて、
「効果１：宇治川・淀川の水害に対する安全性
が高まります。」に加えて、「効果２：琵琶湖沿
岸の浸水被害が少なくなります。」と記載され
ているように、滋賀県側の浸水被害軽減を主要
なものとしているので、府の負担は適切ではな
い。加えて、1,500㎥/ｓの琵琶湖後期放流のた 

めには、瀬田川鹿跳渓谷の現況流下能力800㎥/ｓ 

を1,500㎥/ｓにまで増強する必要があるが、具
体策が検討中で未定であるにもかかわらず、本
件事業に着工しているのは看過できるものでは
ない。

　　　ウ　本件事業は自然環境を破壊し、宇治川の景観
を著しく損なうものである。のみならず、天ヶ
瀬ダム放流による低周波問題は未解決の上に、
事業後の低周波増大の予測もできていない。さ
らに、活断層の調査も不十分という問題もあ
り、何ら問題解決に向かって検討が進んでいな
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ため、今後の宇治川及び瀬田川の河川整備並
びに洪水調節施設の進捗状況を踏まえ、全閉
操作を行わないこととした場合の流量増分へ
の対応関係について検討を行い、必要な対策
を講じた上で、瀬田川洗堰操作規則の見直し
を検討する。」と、それぞれ述べられている。

　　　　ウ　本件事業は、この整備計画に基づいて実施
されているものであるが、要点は、山科川合
流点より上流の宇治川において、1,500㎥/ｓ
の流量を確保すること、そのために放流能力
が900㎥/ｓにとどまる天ヶ瀬ダムのバイパス
として、本件事業により600㎥/ｓの放流を可
能とし、合計で1,500㎥/ｓの流量を可能とす
ること、これにより琵琶湖沿岸の浸水被害を
軽減することが可能となるというものである。

　　　　　　しかしながら、瀬田川洗堰の活用と現在あ
る天ヶ瀬ダムの予備放流を含む調節により、
琵琶湖浸水被害を生じないようにしつつ宇治
川下流の洪水を防ぐことは十分に可能である。

　　　　　　具体的には、琵琶湖の貯水量は、琵琶湖平
均水位を見てわかるとおり、常に基準水位を
下回っているし、琵琶湖から流入する流量
は、昭和28年当時よりも減少している。

　　　　　　また、瀬田川洗堰の設置（昭和36年）、天ヶ
瀬ダムの完成（昭和39年）、25年かかった琵
琶湖総合開発事業終結（平成９年３月）の結
果、琵琶湖から天ヶ瀬ダムへの流量を適切に
管理することが可能となり、昭和28年に比
べ治水機能は飛躍的に上昇し、840㎥/ｓの放
流量で宇治川の洪水を防ぐことは十分可能と
なっている。

　　　　　　もっとも、平成に入って、ダムの放流量
が900㎥/ｓを超える流下は２度あった。しか
し、平成７年５月16日の例は最大放流量約
910㎥/ｓであり、問題はない。平成25年９月
16日の例、最大放流量約1,160㎥/ｓについて
は、降雨初期の段階において瀬田川洗堰は全
開されておらず、ダムも予備放流されていな
かったため、上記治水機能は十分に発揮され
なかった。仮に、堰が全閉操作されることな
く初期の段階から全開され、ダムも予備放流
されていれば、840㎥/ｓを超えることなく、
本件事業がなくとも対応が十分可能であっ
た。このことは、本年（平成26年）１月から
３度にわたり開催された学識経験者などによ
る「天ヶ瀬ダム操作に関する技術検討会」の
報告書においても述べられている。国交省近
畿地方整備局淀川ダム統合管理事務所は、同
検討会の報告書を基に、地元宇治市の所管委
員会に資料を提供し、これらの事実について
は、本年６月26日に地方紙が報道されている。

　　　　　　以上からすれば、現在のダムの放流量を
840㎥/ｓに抑制することが可能であり、本件

い。このような状況の中では、本件事業は、即
刻中止すべきである。

　　　エ　治水について
　　　　ア　国交省は、平成19年８月に淀川水系河川整

備基本方針を定め（河川法（昭和39年法律第
167号）第16条第１項）、計画高水流量を基準
地点の枚方において12,000㎥/ｓ、宇治地点
において1,500㎥/ｓとした。同省は、その基
本方針に沿って、平成21年３月31日に淀川水
系河川整備計画を策定した。（同法16条の２
第１項）

　　　　イ　同整備計画の中で、宇治川については、「山
科川合流点より上流の宇治川においては、
天ヶ瀬ダムを効果的に運用し、宇治川及び淀
川本川において洪水を安全に流下させるとと
もに、琵琶湖に貯留された洪水の速やかな放
流を実現するため、1,500㎥/ｓの流下能力を
目標に、塔の島地区における河道整備及び本
件事業による天ヶ瀬ダムの放流能力の増強を
行う。これにより、宇治川においては、戦後
最大の洪水である昭和28年台風13号洪水を安
全に流下させることが可能になるとともに、
淀川水系全体の治水安全度の向上に効果のあ
る大戸川ダム、天ヶ瀬ダム再開発と合わせ、
その結果、降雨確率で概ね150分の１の洪水
に対応できることとなる。」と、

　　　　　　瀬田川については、「琵琶湖の後期放流に
対応するため、大戸川合流点より下流におい
て、1,500㎥/ｓの流下能力を確保する。この
ため、大戸川合流地点から鹿跳渓谷までの河
床掘削を継続実施する。優れた景観を形成し
ている鹿跳渓谷については、学識経験者の助
言を得て、景観、自然環境の保全や親水性の
確保などの観点を重視した河川整備について
検討して実施する。さらに、瀬田川洗堰につ
いては、琵琶湖の高水位時における放流操作
の信頼性をより高めるために瀬田川洗堰の改
築、バイパス水路の活用等について関係機関
と検討し、必要な施設改良等を実施する。」と、

　　　　　　琵琶湖及び琵琶湖流入河川については、
「一部の地域の犠牲を前提としてその他の地
域の安全が確保されるのではなく、流域全体
の治水安全度の向上を図る観点から、宇治川
・瀬田川における対策及び大戸川ダムの整備
を行った後、下流に影響を及ぼさない範囲
で、原則として瀬田川洗堰の全閉操作は行わ
ないこととし、洪水時においても洗堰設置前
と同程度の流量を流下させることとする。た
だし、下流河道で堤防の決壊による甚大な被
害のおそれがある場合など、真にやむを得な
いときに限って瀬田川洗堰の全閉操作、川沿
いの内水排除の規則などについて検討し、流
域が一体となって的確な対策を講じる。この
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員会の結成を取り止め、代わってボランティ
ア諸団体などによる「天ヶ瀬ダム水源ビジョ
ン推進連絡協議会」を立ち上げた。宇治市観
光ボランティアガイドクラブ、フォレスター
うじ、エコパートナーシップうじたわらなど
で、河川工学、生態系などの専門家ではな
かった。また、国交省は、ボランティア団体
のほか、国傘下の諸官庁（関連部局）を委員
会に入れ、流域委員会に代わるものとした。

　　　キ　本件事業の進捗状況は、長さ617ｍのトンネ
ルの中央あたりに、トンネルに至る立掘を掘削
中である。河川工事（ダム再開発を含む。）が
始まって、水生生物の生態系が乱れ、宇治川周
辺に近年トビケラが異常発生して、近隣の商店
街、住民を悩ませている。

　　　ク　以上のとおり、本件事業は、治水、利水及び
環境保全のいずれの観点から見ても不必要・無
意味・有害な事業である。京都府知事（以下「知
事」という。）は、河川法第16条の２第５項に
基づく国交省からの求意見の際、その旨を述べ
るべきであったが、これを怠った違法がある。
また、本件事業の違法性は地方財政法第４条１
項に抵触することでも明らかである。

　　　ケ　上記の主張を証する書面として、次に掲げる
書面の提出があった。

　　　　・「天ヶ瀬ダム再開発の概要」（国交省琵琶湖
河川事務所作成パンフ）

　　　　・京都新聞記事の切り抜き（平成25年６月11日
付）

　　　　・淀川水系河川整備計画策定に関する意見書
（平成20年10月16日）

　　　　・国土交通大臣通知及び府支払伝票
　　　　・国土交通大臣通知及び府支出命令書
　　　　・琵琶湖平均水位（琵琶湖河川事務所）
　　　　・事業の経緯（琵琶湖河川事務所）
　　　　・琵琶湖総合開発（琵琶湖河川事務所）
　　　　・資料要求書ＮＯ.111（宇治市建設総括室）
　　　　・淀川水系（瀬田川洗堰・天ヶ瀬ダムの効果③）

（琵琶湖河川事務所）
　　　　・天ヶ瀬ダム操作に関する技術検討会
　　　　・天ヶ瀬ダム操作について（宇治市建設総括室）
　　　　・城南新報記事の切り抜き（平成26年６月26日

付）
　　　　・平成24年度府公営企業会計決算書及び附属書

類、会計決算の概要
　　　　・流域委員会関係資料
　　　　・新聞記事の切り抜き（平成８年５月12日付）
　　　　・天ヶ瀬ダム水源地域ビジョン推進連絡協議会

委員会
　　　　・「宇治観光ボランティアガイドクラブ」バリ

アフリー化推進功労者表彰受賞
　　⑵　請求人の措置請求
　　　　知事に対し、平成25年度分府負担額８億1,522

事業による放水量の増加を行わなくとも洪水
を防ぐことができるのであるから、巨額の費
用を投じて本件事業を行う必要はない。

　　　　　　なお、現在のダムの放流量でも非常用ゲー
ト４門を開ければ、最大約1,160㎥/ｓを放流
することが可能であり、万が一の場合でもこ
の範囲で対応することが可能である。

　　　　エ　天ヶ瀬ダム上流の瀬田川の鹿跳渓谷では流
下能力が800㎥/ｓしかないことは、国交省も
認めている。また、瀬田川洗堰からの放流能
力も約800㎥/ｓしかないため、天ヶ瀬ダムと
瀬田川洗堰の下流の大戸川合流地点でそれぞ
れ1,500㎥/ｓの放流量を確保しても、これら
の中間地点である鹿跳渓谷で800㎥/ｓの限度
でしか流量がないのだから、両地点で1,500
㎥/ｓを確保できても無意味なことは明らか
である。

　　　　　　本件事業は、800㎥しかない水を入れるた
めに、1,500㎥の器をつくるのに等しい愚挙
であり、このことについては、淀川水系流域
委員会（以下「流域委員会」という。）の意
見書や国土研報告書でも指摘されている。

　　　　オ　以上、天ヶ瀬ダムの予備放流の適切な発
動、これらと連動した瀬田川洗堰の開閉作用
により、現行天ヶ瀬ダムの放流能力で宇治川
下流の洪水と琵琶湖沿岸の浸水被害を防止す
ることができるだけでなく、そもそも1,500
㎥/ｓを放流させることを目的とした本件事
業は、800㎥/ｓしか流下してこないという点
で、無意味な事業であることは明らかである。

　　　オ　利水について
　　　　　水道事業を見ると、府は宇治川（天ヶ瀬ダ

ム）、木津川及び桂川（保津川）を水源に水道
水をつくり、南部10市町に供給しているが、給
水量の推移を見てもわかるとおり、安定的に推
移しており、かつ給水量に対して基本水量は十
分である。

　　　　　さらに、府は平成16年度から運転管理業務の
一部委託化で事業の効率化を進めていたが、平
成22年度からは運転管理の全面委託を実施する
とともに、広域浄水センターによる浄水場の一
元管理を実施し、さらに安定的に水道水を供給
できる体制をつくっており、利水についても、
本件事業は必要ない。

　　　カ　本件事業が着工されるまでの経緯
　　　　ア　国交省は、河川法改正に伴い、平成13年２

月、流域委員会を立ち上げた。ダム着工まで
に、河川工学、生態系の諸専門家、住民など
の意見を聴くためである。流域委員会は第１
次から第４次まで（平成13年から平成20年ま
で）開かれたが、いずれも「ダム再開発の必
要なし。」とした。

　　　　イ　国交省は、平成24年１月、第５次の流域委
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なっている。塔の島近辺の１ｍ30㎝の掘削をしなが
ら、一方でちょうど対岸の右岸のあたりに、目で見
えるエリアが900㎡、見えないところが3,000㎡を埋
め立てしている。一方で掘削をしながら、他方では
そこにまた埋め立てをしているという訳のわからな
いことをやっている。宇治市議会議員として、５回
以上にわたり埋立ての理由を議会質問し、27年度中
には、埋立てを撤去するという約束を取りつけた
が、このように非常に曖昧な形で不要な工事をやっ
ている。また、中之島公園では、全然治水には関係
のない桜の木を中心とした景観用の樹木をほとんど
100本に近い数を伐採するなど、不可解なこともあ
る。

　　　今、宇治川の魚が減り、ここ５、６年ぐらい前か
らトビケラが非常に繁殖し、周辺の商店街や住民に
非常に迷惑がかかっている。これも、やはり天ヶ瀬
ダムの再開発を中心とするいろいろな工事が原因で
はないかという有識者の方もおられる。

　　＜ の陳述＞
　　　本件事業は、宇治川、淀川の水害に対する安全性
を高めること、また、琵琶湖沿岸の浸水害等を軽減
することが目的としてうたわれており、宇治地点の
計画高水流量を1,500㎥/ｓと設定した上で、天ヶ瀬 

ダムからの放流を900㎥/ｓとし、本件事業で600㎥/ｓ 

増やして、合計1,500㎥/ｓとするとされている。本
件事業の必要性は、皆無、無意味、有害な事業であ
る。総工費430億円の血税をどぶに捨てるに等しい
と言わざるを得ない。

　　　本件事業の前提には、淀川の基本高水流量を
17,000㎥/ｓとされているが、これはカバー率を
91％として算出された数字である。このカバー率は
極めて高すぎる数字であり、この基本高水は極めて
過大に見積もられていると考える。したがって、基
準地点の枚方の計画高水流量の12,000㎥/ｓも過大 

となる。また、宇治地点の計画高水流量は1,500㎥/ｓ 

となっているが、この数字にも全く根拠がなく、宇
治地点がどこを指しているのかも、具体的ではない。

　　　また、平成20年10月16日付けの流域委員会の意見
を無視しているという点で、本件事業は河川法に違
反し、その意味でも違法である。河川法は、平成９
年の改正で、それまでの反省を踏まえ、第16条の２
第３項により必要と認められるときは、河川に関し
学識経験者を有する者の意見を聴かなければならな
いという規定を設けた。本件事業においても、流域
委員会が設置され、度重なる会議の上、結論として
本件事業は不必要であるとの結論になっているにも
かかわらず、この意見を無視したという点で重大な
誹謗性をはらんでいる。

　　　次に、瀬田川洗堰の活用と天ヶ瀬ダムの予備放
流を含む調節によって、目的とされている琵琶湖
沿岸の浸水被害の軽減や宇治川下流の洪水の防止
は、本件事業がなくても十分に達成できる。琵琶湖
の貯水量はどんどん低下し、宇治川の流量も減少し

万7,686円（利水分４億8,657万5,000円、治水分
３億2,865万2,686円）について国交省に返還を求
めるよう、また、平成26年度以降の府負担額を支
払わないよう必要な措置を講じられることを求め
る。

第２　請求の受理
　　　本件請求について、本件事業に係る平成25年度分
府負担金のうち、平成25年10月28日以前の支出につ
いては、支出の日から１年を経過した請求であると
認められるが、法第242条第２項ただし書きに規定
する正当な理由の説明がないため、請求人の陳述及
び新たな証拠の提出をもって判断することとし、請
求を受理した。

第３　請求人の証拠の提出及び陳述
　１　請求人に対して、法第242条第６項の規定により、
平成26年11月28日に新たな証拠の提出及び陳述の機
会を与えた。また、同条第７項の規定により関係執
行機関の職員の立会いを認めたところ、関係執行機
関の職員７名が立ち会った。

　２　当日は、請求人 、 、請求人（
）代理人 及び請求人（ ）代理人
が出席し、 、 、 が請求

の要旨を補完する以下の趣旨の陳述を行った。
　　　なお、請求人から次のとおり新たな資料の提出が
あった。

　　・天ヶ瀬断層群と天ヶ瀬ダム近傍の活断層について
（宇治市防災を考える会　 ）

　　・ダムが国を滅ぼす（ 、「週刊ＳＰＡ！」
ダム取材班）

　　・新聞記事の切り抜き（平成20年５月12日付）
　　・資料要求書ＮＯ.15（宇治市建設総括室）
　　＜ の陳述＞
　　　平成13年に国交省が設置した有識者会議である流
域委員会の委員の意見を２、３取り上げたい。

　　　まず、元委員長の 京都大学名誉教授は、
国交省は天ヶ瀬ダムの放流能力は毎秒1,100㎥と発
表しており、それ以上は上げる必要がないと簡潔に
述べている。また、元委員長の 龍谷大学教
授は、国側はダム建設の形式的な手続を踏むために
委員会を開いたに過ぎないという批判をされてい
る。さらに、元淀川工事事務所長で退職後この流域
委員会の委員長をされた 氏は、現職の頃か
ら、河川のダムというのは非常に危険であるという
ことを講演で述べられていた。堤防は全部脆弱であ
り、ダムよりまず堤防の強化を考えなくてはならな
いとおっしゃっている。この方は、平成20年に流域
委員会の委員長になられて、第５次の途中で尻切れ
トンボとなり、うやむやになってしまったが、ダム
の再開発は不要であると言い切っておられ、国交省
の設置した流域委員会が結論的にはノーという結論
を出している。

　　　また、天ヶ瀬ダム再開発工事の前に、宇治川改修
工事をやっているが、これが非常に不可解な工事と
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立会いを認めたところ、請求人２名、代理人２名が
陳述に立ち会った。

　２　関係執行機関の職員７名が出席し、建設交通部河
川課鴨川条例担当課長、文化環境部理事（建設整備
課長事務取扱）が請求の要旨に対する以下の趣旨の
陳述を行った。

　　＜建設交通部河川課鴨川条例担当課長の陳述＞
　　　本件事業は、事業主体が国の国交省だが、事業目
的の一つである治水関係に係る費用については河川
法に基づき府建設交通部が、利水関係については水
利権取得のために府文化環境部が負担しているた
め、請求内容について各所管する部局から陳述する。

　　　まず、治水関係についてだが、本件事業の目的及
び効果については、既存の天ヶ瀬ダムの貯水容量を
効率的に活用することで、下流の宇治川等において
洪水を安全に流下させることができ、琵琶湖に貯留
された洪水の速やかな放流を実現するために、下流
の流下能力に合わせて天ヶ瀬ダムの放流能力の増強
を行うものと国交省から説明を受けている。

　　　本件事業により、大雨が予想される場合、天ヶ瀬
ダムに貯まっている水を早く流すことができること
により、早く貯水位を下げることができること、ま
た、大雨によってダムに貯まった水をいち早く流す
ことができることにより、次の台風等に備えること
ができることなど、府にとっては天ヶ瀬ダム下流の
宇治川の治水安全度の向上が図られるものと国交省
から説明を受けており、府としても府民の安心・安
全に寄与する事業と認識している。

　　　次に、今回の住民監査請求書に書かれている天ヶ
瀬ダムの放流による低周波音については、国交省に
おいて、ゲート操作による低減効果を現地調査によ
り測定し、低減効果のある放流操作方法を検討され
ているところであり、トンネル式放流設備を優先的
に活用する等の放流量の配分を工夫することや軽減
効果のある対策工の実施により、低周波音を減少さ
せる可能性があることから、今後の実運用に向け模
型実験も実施し、検討が進められている。これらの
調査・検討に当たっては、学識経験者に御意見を伺
いながら進めていると国交省から説明を受けている。

　　　次に、基礎地盤に断層がある場合については、国
交省では必要に応じて基礎処理を行い、強化するこ
ととされている。なお、天ヶ瀬ダムを建設した際に
確認している断層（Ｆ－０断層）については、活断
層ではないが、天ヶ瀬ダム建設当時に基礎処理をし
ており、また、本件事業においては、このＦ－０断
層沿いの弱い部分については、トンネル周辺地盤の
補強を行うこととしていると国交省から説明を受け
ている。

　　　また、トビケラの異常発生の原因については解明
されていないとの説明を国交省から受けている。

　　　こうした環境等の問題に対し、府としては、平成
21年３月の河川整備計画において、国に対し「観光
や景観、地層・地質等について、地元に対して十分

ている。本件事業は、昭和28年９月の台風13号の流
水雨量を前提に計画されているが、それ以降、昭和
36年には瀬田川洗堰が設置され、昭和39年には天ヶ
瀬ダムの完成、琵琶湖総合開発事業の終結により、
琵琶湖沿岸の浸水の危険性は大幅に改善されてきて
いる。したがって、840㎥/ｓの天ヶ瀬ダムの放流量
で宇治川の洪水を防ぐことは十分可能であると考え
る。最後に、瀬田川洗堰から若干南に下がったとこ
ろに、鹿跳渓谷というところがあるが、流下能力は
800㎥/ｓしかなく、そこに1,500㎥/ｓを流すという
のは、愚かな工事だと言わざるを得ない。

　　＜ の陳述＞
　　　本件事業は、ダムからの放流量をさらに増やす工
事であり、そういう意味においては、下流において
は放流量が増大していくということであり、発想と
しては、上流側の治水を主たる目的として考えられ
ていると思われる。そうすると、府においては、基
本的に治水効果はなく、実質的には琵琶湖における
洪水の防止ということになる。重要なのは、むしろ
それ以上に、下流側にある府においては、放流量の
増大により、治水面でいうと洪水等の危険性が増し
ていくのではないかとの疑いが持たれている。特
に、ダムからの放流と再開発によるトンネルからの
放流が合流する白虹橋付近については、合流による
流量の増大に対する安全性の検証がされているかも
疑わしい。流量の増大により、下流の塔の島付近で
増水の危険性が増す上、世界遺産バッファゾーン内
の景観に対する影響も懸念されている。

　　　さらに、放流量の増大により低周波が増大する危
険性があり、これについての検証や周辺地域への影
響等の検証も不十分ではないかと考えている。ま
た、地質や活断層との関係についても、本件事業が
地盤等に与える影響、活断層と地震に対する影響が
非常に懸念される。天ヶ瀬ダム管理事務所の地元住
民への説明においては、付近３㎞以内には活断層は
存在しないとのことだったが、この住民の方たちの
調査では、ダムから２㎞近辺に活断層が発見されて
いる。

　　　したがって、再開発によるトンネル掘削というの
は、安全性が十分ではなく、検証もされていないと
いうことで、不必要という以上に有害であると考え
る。

　　　なお、監査対象の一部について、１年を経過して
いることについての理由であるが、当初７月に一度
監査請求をしたが、財務会計上の行為の特定が十分
でなかったため、一度取り下げた。

　　　その上で、改めて情報公開請求により各支出を特
定し、速やかに監査請求したものであり、１年を経
過したことはやむを得ないことであり、監査対象と
なると考えている。

第４　関係執行機関の陳述
　１　関係執行機関の職員に対して陳述の聴取を行うと
ともに、法第242条第７項の規定により、請求人の
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ものであり、水源確保とは直接関係がなく、本件事
業への利水参加に関連するものではない。

　　　また、利水分に係る平成25年度府負担金について
は、特定多目的ダム法（昭和32年法律第35号）第７
条第１項の規定により、ダム使用権の設定予定者が
負担するものとされており、この負担金を盛り込ん
だ予算案については、府議会の議決を経て執行して
いるものであり、内容、手続ともに違法、不当なも
のではない。

第５　監査の実施
　１　監査対象事項
　　　法第242条第２項の規定によれば、正当な理由が
あるときを除き、財務会計上の行為があった日から
１年を経過したときは請求できないこととされてお
り、本件請求にある本件事業に係る平成25年度分府
負担金のうち、平成25年10月28日以前の支出は、既
に支出があった日から１年を経過している。

　　　この点について、請求人に対し、陳述において正
当な理由の説明を求めたが、正当な理由があると認
める特段の事情は認められなかったことから、平成
25年度分の支出のうち、平成25年10月28日以前の支
出については、監査対象としないこととし、本件の
監査対象事項は次のとおりとした。

　　　平成25年10月29日から平成26年３月31日までの本
件事業に係る支出（以下「本件支出」という。）が、
法第242条第１項に規定する違法又は不当な公金の
支出に該当するかどうか。

　２　監査対象部局
　　　建設交通部、文化環境部
第６　監査の結果
　　　本件請求については、合議により次のとおり決定
した。

　　　本件措置請求事項に係る請求人の主張には理由が
ないものと認め、これを棄却する。

　　　以下、事実関係の確認及び判断について述べる。
　１　事実関係の確認
　　　本件監査は、監査対象事項に関し、関係書類等を
調査するとともに、監査対象部局からの説明の聴取
等によって行い、その結果、次の事項を確認した。

　　⑴　本件事業は、宇治川及び淀川の洪水調節、琵琶
湖周辺の洪水予防、府の水道用水の確保等を目的
として、昭和39年に完成した天ヶ瀬ダムの左岸側
にトンネル式放流設備として、内径が10.3ｍ、延
長617ｍ、計画放流量が600㎥/ｓの設備を設ける
事業で、国が事業主体として、平成元年に建設事
業に着手され、平成30年度に完成の予定である。

　　　　治水面では、既存の天ヶ瀬ダムの貯水容量を効
率的に活用することで、下流の宇治川等において
洪水を安全に流下させるとともに、琵琶湖に貯留
された洪水の速やかな放流を行うため、下流の流
下能力に合わせて、天ヶ瀬ダムの放流能力の増強
を行うものであり、これによって、大雨が予想さ
れる場合、天ヶ瀬ダムに貯まった水を早く流すこ

配慮を求める。」との意見や、平成26年７月の事業
評価時にも「環境等へ配慮しつつ事業を推進し、早
期完成に努められる。」などの意見を述べてきたと
ころである。

　　　国交省は、このような府からの意見も踏まえ、環
境問題に対し必要な対応を行っているところと聞い
ている。

　　　本件事業の概要及び請求人からの意見に対する事
業主体である国交省から受けている説明について
は、以上のとおりであるが、府としては、本件事業
は琵琶湖の後期放流や瀬田川洗堰の全閉操作の頻度
を減少させるために有用であるとの見解であり、府
議会の同意を得て、「早期完成と更なる費用の縮減
に努められる。」旨の意見を提出しているところで
ある。

　　　また、治水分に係る平成25年度府負担金について
は、河川法第59条、第60条第１項及び第63条第１項
の規定により、国に対して府が負担するものとされ
ており、この負担金を盛り込んだ予算案について
は、府議会の議決を経て執行しているものであり、
同負担金の支出は、内容、手続ともに違法、不当な
ものではない。

　　＜文化環境部理事（建設整備課長事務取扱）の陳述＞
　　　本件事業への利水参加は、現在、本件事業を前提

とした暫定豊水水利権により取水し、受水市町に水
道用水として供給しているものを安定化するもので
あり、新たな水需要に対応するためのものではない。

　　　具体的には、宇治市を含む府営水道最大の給水区
域を抱える宇治浄水場では、天ヶ瀬ダム0.3㎥/ｓの
安定水利権をもとに、昭和39年から取水開始してお
り、その後人口増加等に伴う水需要増に対応すべ
く、本件事業0.6㎥/ｓの費用負担を前提とした暫定
豊水水利権により取水した水を浄水処理した上で、
受水市町に対し、水道用水として供給しているとこ
ろである。現状で、ほぼ現有施設能力に相当する稼 

働状況である宇治浄水場では、水利権全体の0.9㎥/ｓ 

の３分の２が、本件事業0.6㎥/ｓを前提とした暫定
豊水水利権に依存している状況である。それによ
り、本件事業への利水参加を継続し、宇治浄水場の
暫定豊水水利権の早期安定化を図るものである。

　　　また、「基本水量」とは、基本料金の算定に用い
る水量であり、水源開発、施設整備等の投資に係る
負担であって、受水市町と協議の上決定した水量だ
が、一方、「給水量」とは、受水市町に実際に供給
された水量であり、これらを単純に比較して水源が
十分であるとは言えない。したがって、利水につい
ても本件事業が必要でないとの主張は、誤りと考え
ている。

　　　さらに、運転管理業務については、浄水場の運転
管理業務は外部委託しているが、３浄水場を集中監
視している広域浄水センターは、一部夜間を除き直
営で実施している。いずれも、管理の集約化等によ
る運営コストの合理化等を図るための体制に関する
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水利権の早期安定化を図ることが必要とされてい
る。

　　　　なお、宇治浄水場の暫定豊水水利権について
は、国が決定した「淀川水系における水資源開発
基本計画」において、本件事業が水資源開発とし
て位置付けられ、その後、国が作成した本件事業
に関する基本計画において、府がダム使用権設定
予定者として定められたことを受け、本件事業完
了前に河川法第23条の規定により、府から国に水
利権使用許可申請を行い、本件事業への利水参加
を前提に許可されている。

　　　　また、今後の水需要については、平成25年３月
に策定された「京都府営水道ビジョン」において、
受水市町から提供された水需要予測をもとに平成
34年度の一日最大給水量を134,711㎥/日と推計し
ており、現状の実績とほぼ同水準で推移する見通
しとされている。

　　⑷　請求人は、利水上の必要性に関し、給水量に対
して基本水量は十分である旨主張しているが、府
は、基本水量とは基本料金の算定に用いる水源開
発、施設整備等の投資に係る負担であって、受水
市町と協議の上、決定した水量であり、一方、給
水量とは、受水市町に実際に供給された水量で
あって、これらを単純に比較することはできない
としている。

　　　　すなわち、比較すべき水量としては前述の現有
施設能力となり、また、その水量と比較する給水
量については、請求人が主張する年間の給水量実
績（一日平均給水量の実績）ではなく、安定的に
水道用水を供給するためには、気象条件などの需
要変動を考慮した一日最大給水量の実績と比較す
べきものとしている。

　　　　現在、天ヶ瀬ダム0.3㎥/ｓ及び本件事業0.6㎥/ｓ 

の水利権により水道用水を供給している宇治浄水
場は、前述のとおり、ほぼ現有施設能力に相当す
る稼働状況となっており、今後においても、受水
市町に安定的に水道用水を供給するためには、本
件事業からの0.6㎥/ｓの安定水利権の確保が必要
としている。

　　⑸　請求人は、利水上の必要性に関し、浄水場の運
転管理業務の外部委託や、広域浄水センターの設
置により安定的な供給体制ができている旨主張し
ているが、府は、いずれも管理の集約化等により
運営コストの合理化等を図るための体制に関する
ものであり、水源確保とは直接関係はないとして
いる。

　　　　現在、府営水道は３つの浄水場があり、本件事 

業の暫定豊水水利権を含む宇治浄水場72,000㎥/日、 
木津浄水場48,000㎥/日、乙訓浄水場46,000㎥/日
を合わせて、166,000㎥/日の現有施設能力を有し
ている。広域水運用システムは、この能力をもと
に、３浄水場がそれぞれ異なる河川から取水し、
その３浄水場の送水管路が接続され、給水区域全

とができることにより、早く貯水位を下げること
ができること、また、大雨によりダムに貯まった
水をいち早く流すことができることにより、次の
台風等に備えることができるなど、府としては、
天ヶ瀬ダム下流の宇治川の治水安全度の向上が図
られ、府民の安心・安全に寄与する有用な事業と
認識されている。

　　　　また、利水面では、宇治市、城陽市、八幡市及
び久御山町の３市１町を対象とした水道用水につ
いて、府営水道の水利権0.9㎥/ｓのうち0.6㎥/ｓ
が本件事業への利水参加を前提とした暫定豊水水
利権であり、これを安定水利権とすることによ
り、府営水道受水市町への安定的な水道用水供給
を図ることとされている。

　　⑵　本件事業に係る府負担金について、治水分につ
いては、河川法第60条第１項の規定により府が負
担することとされており、また、利水分について
は、特定多目的ダム法第７条第１項の規定によ
り、ダム使用権の設定予定者である府が負担する
こととされている。府の負担割合については、治
水分が約10.7％、利水分が8.8％である。

　　　　府は、平成25年度までに治水分として約19億
円、利水分として約17億円を支出しており、平成
26年度以降、治水分として約21億円、利水分とし
て約21億円を支出する見込みとなっている。

　　　　このうち、平成25年度分の支出総額は、８億
1,522万7,686円で、その内訳は、治水分が３億
2,865万2,686円、利水分が４億8,657万5,000円で
ある。

　　⑶　本件事業への利水参加については、前述のとお
り、新たな水需要に対応するためのものではな
く、現在、本件事業への利水参加を前提として許
可された暫定豊水水利権により取水し、水道用水
を供給しているものを安定化するためのものとさ
れている。

　　　　具体的には、宇治市を含む府営水道最大の給水
区域を有する宇治浄水場では、昭和39年から、
天ヶ瀬ダム0.3㎥/ｓの安定水利権をもとに取水開
始しており、その後、人口増加等に伴う水需要増
に対応するため、本件事業への利水参加を前提と
して許可された暫定豊水水利権0.6㎥/ｓを加えた
水利権0.9㎥/ｓにより取水した水を浄水処理した
上で、受水市町に水道用水を供給している。

　　　　現在の宇治浄水場の現有施設能力（水源の確保
量や浄水場の処理能力をもとに現在の浄水場が最
大給水することができる１日当たりの水量）は
72,000㎥/日で、これに対し直近５年間（平成21
年度から平成25年度まで）の一日最大給水量（送
水量）の実績は67,250㎥/日で約93％に達してお
り、ほぼ現有施設能力に相当する稼働状況である
が、その水利権0.9㎥/ｓの３分の２に当たる0.6
㎥/ｓを暫定豊水水利権に依存しており、本件事
業への利水参加を継続し、宇治浄水場の暫定豊水
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　　　②　暫定豊水水利権0.6㎥/ｓの必要性について
も、現状の給水実績等から判断して妥当なもの
であること、

　　　③　今後の水需要について、平成25年３月に策定
された「京都府営水道ビジョン」において、現
状の実績とほぼ同水準で推移する見通しが示さ
れていること

　　　から、本件事業への利水参加が必要との判断は妥
当なものと認められる。

　　⑶　本件事業に係る府負担金については、宇治川の
治水安全度の向上や水道用水の安定確保の見地か
ら、河川法第60条第１項及び特定多目的ダム法第
７条第１項の規定により、府が事業主体である国
に対して支出しているものである。この負担金を
含んだ予算案については、府議会の議決を経て執
行されており、経理処理についても適正に行われ
ていると認められる。

　　⑷　河川法第16条の２第５項の規定による知事意見
について、府は、学識者による技術検討会を設立
し、平成20年９月に取りまとめた「淀川水系河川
整備計画案に対する京都府域への効果等に関する
技術的評価（中間報告）」の結果や、市町村の意
見を踏まえ、府議会への報告を経て、国に回答し
ており、請求人が主張する違法性は認められない。

　　⑸　環境保全等への対応については、本件事業の事
業主体は国であることから、当然に事業主体であ
る国において調査及び検討が行われ、必要な検証
及び対策を講じた上で事業が進められるべきもの
である。府においては、平成21年３月の河川整備
計画や、平成26年７月の事業評価時において、国
に意見を述べており、事業主体でない府の対応と
しては是認できる。

　　⑹　以上のことから、請求人が主張する本件事業に
係る府負担金の支出が地方財政法の規定に違反す
る支出とは認められない。

　　　よって、本件支出については、違法又は不当な公
金の支出とするに足りる事由は認められない。

域に対し相互にバックアップを行うシステムであ
り、日常的に起こるトラブルや水質異常に対して
はもちろん、地震や事故時などの非常時も、安定
的に水道用水を供給するものである。

　　　　このシステムを考慮し、府営水道の３浄水場を
一体として捉まえて考えた場合、広域水運用を
開始した平成23年度以降の府営水道全体の一日
最大給水量の実績は132,997㎥/日で、現有施設能
力166,000㎥/日に対して約80％に達している。ま 

た、本件事業の暫定豊水水利権を含む72,000㎥/日 

の現有施設能力を有する宇治浄水場では、一日最
大給水量（送水量）が66,850㎥/日で、約93％に
達しており、ほぼ現有施設能力に相当する稼働状
況となっている。したがって、３浄水場の広域水
運用システムが整った状態にあっても、水道法に
基づく給水義務を果たし、安定的に水道用水を供
給するためには、現有施設能力166,000㎥/日が必
要であり、宇治浄水場の水源である本件事業によ
る0.6㎥/ｓの水利権の必要性に変わりはないとし
ている。

　　⑹　請求人が違法と主張する河川法第16条の２第５
項の規定による知事意見について、府は、学識経
験者による技術検討会を設立し、平成20年９月に
取りまとめた「淀川水系河川整備計画案に対する
京都府域への効果等に関する技術的評価（中間報
告）」の結果や、市町村の意見を踏まえ、平成21
年２月府議会への報告を経て、市町村の意見を付
して意見書として国に回答している。

　　⑺　請求人が主張する環境保全等の問題に関して
は、府から国に対し、河川法第16条の２第５項の
規定による知事意見として、平成21年３月に策定
された「淀川水系河川整備計画」において「観光
や景観、地層・地質等について、地元に対して十
分配慮を求める。」との意見を述べるとともに、
平成26年７月の事業評価時においても、「環境等
へ配慮しつつ、事業を推進し、早期完成に努めら
れたい。」との意見を述べている。

　２　判断
　　　上記事実関係を踏まえ、本件監査の判断は、次の
とおりである。

　　⑴　治水上の必要性について、一級河川の管理は、
河川法第９条第１項の規定により、国土交通大臣
が河川管理者として、その責任のもとに行うこと
となっており、知事の裁量権が及ばないことか
ら、判断の対象外とした。

　　⑵　利水上の必要性、すなわち本件事業への府の利
水参加の必要性については、

　　　①　現在、本件事業への利水参加を前提として暫
定豊水水利権により取水し、宇治市、城陽市、
八幡市及び久御山町の３市１町を対象に水道用
水を供給しているものを安定水利権とすること
により、府営水道受水市町への安定的な水道用
水供給を図ろうとするものであること、


